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　原告の亡祖父の相続について、原告の母と
その兄弟らは遺産の一部が未分割の状態で相
続税の申告をしたが、その後、遺産分割調停
が成立した（ただし、原告の母はその間に死
亡したため、原告らが権利義務を承継した）
（図参照）。これにより、原告の亡母の兄弟ら
は更正の請求を行ったため減額更正が、原告
に対しては増額の更正が行われた。原告は、
当該増額の更正処分の取消しを求めて訴訟を
提起した。
　本件遺産分割調停によれば、代償分割によ
り、亡母の兄弟らから、原告ら（亡母の相続
人）に対し、代償財産の交付が行われること
となった。相続税法22条の規定によれば、
代償財産の価額は相続開始時の時価に修正す
る必要があり、相続税算出の仕組みからする
と、この修正により相続税の総額及び相続税
の割合が変動することとなる。
　原告は、相続人間の合意による遺産分割の
割合がある場合には同割合をもって相続税の

負担割合とするべきであるから、代償財産の
価額の計算方法について定めた、相続税法基
本通達11の2−10（2）（表参照）を適用する
のは相当ではないなどと主張。
　しかし東京地裁は、各通達の計算方法には
相応の合理性があるとし、本件通達11の2−
10（2）の適用は適法と判断した。
　そして、相続時の時価を前提とすると、亡
母の課税価格が本件相続税の課税価格に占め
る割合は30%となり、遺産分割協議におい
て亡母が取得した相続財産が遺産全体に占め
る割合（25%）を超えることとなるが、これ
は、遺産分割制度と相続税制に係る法の規定
が相違することから当然に予定された帰結で
あるとした。したがって、相続税法の規定に
従って算出した相続税の課税価格の割合と、
相続人間の合意による遺産分割の割合が異な
ることをもって、本件更正処分の違法性を根
拠付ける事情に該当するとはいえないとし
て、原告の主張を斥けている。

　相続税の計算において、代償分割が行われた場合の課税価格が争われた事案で、東京地裁
民事2部（品田幸男裁判長）は令和6年5月23日、相続税の負担割合は、相続人間の合意に
よる遺産分割の割合とすべきとの原告の主張を斥けた。
　東京地裁は、代償財産の価額の相続開始時の時価への修正、及びその計算について定めた
相続税法基本通達の各規定には合理性があり、相続税法の規定に従って算出した相続税の課
税価格の割合と、相続人間の合意による遺産分割の割合が異なることは、遺産分割制度と相
続税制に係る法の規定が相違することから当然に予定された帰結であるとの考えを示した。

代償財産の価額の計算方法を定めた相続税法基本通達は合理的

地裁、相続税の負担割合と
遺産分割割合との相違やむなし

代償財産の価額は相続時の時価に修正
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11の2－9（代償分割が行われた場合の課税価格の計算）
　代償分割の方法により相続財産の全部又は一部の分割が行われた場合における法第11条の2第1項又
は第2項の規定による相続税の課税価格の計算は、次に掲げる者の区分に応じ、それぞれ次に掲げると
ころによるものとする。
（1）代償財産の交付を受けた者　相続又は遺贈により取得した現物の財産の価額と交付を受けた代償財
産の価額との合計額

（2）代償財産の交付をした者　相続又は遺贈により取得した現物の財産の価額から交付をした代償財産
の価額を控除した金額

11の2－10（代償財産の価額）
　11の2－9の（1）及び（2）の代償財産の価額は、代償分割の対象となった財産を現物で取得した者が他
の共同相続人又は包括受遺者に対して負担した債務（以下「代償債務」という。）の額の相続開始の時
における金額によるものとする。
　ただし、次に掲げる場合に該当するときは、当該代償財産の価額はそれぞれ次に掲げるところによる
ものとする。
（1）共同相続人及び包括受遺者の全員の協議に基づいて代償財産の額を次の（2）に掲げる算式に準じて
又は合理的と認められる方法によって計算して申告があった場合　当該申告があった金額

（2）（1）以外の場合で、代償債務の額が、代償分割の対象となった財産が特定され、かつ、当該財産の
代償分割の時における通常の取引価額を基として決定されているとき　次の算式により計算した金額
　A×（C÷B）

（注）Aは、代償債務の額
　Bは、代償債務の額の決定の基となった代償分割の対象となった財産の代償分割の時における価額
　Cは、代償分割の対象となった財産の相続開始の時における価額（評価基本通達の定めにより評
価した価額をいう。）
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青色申告者は、現行法
に基づき前年分で生
じた純損失についてさ
らに1年の繰戻が可能

代償財産 代償財産

【図1】海外金融機関からの預金利子等の申告漏れが発覚した調査事例

【図】商品審査段階及びモニタリング段階での国税庁との取組み

【図】事案の概要

【図表1】雑損控除における特例措置案

【図】事案の概要

【図表3】雑損控除における特例措置案（個人住民税）

【図表2】被災事業用資産等の損失の必要経費算入の特例措置案
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国税当局

❺
調査対象者Aに対し、国外財産
調書に記載がない債券利子の
申告漏れで加算税を5％加重。

❻
子Bに対し、国外財産調書が未提
出のため、提出を指導。利子等の
申告漏れで加算税を5％加重。

❶

❶

預金利子・
債券利子等

❷法定調書

❸自動的情報交換

❸現物出資

❶

❹情報提供

社会保険関係業務

弁護士法人（被告）

国税局

❺

顧問契約

❹
損害賠償請求

懲戒請求

代理

現物出資による譲渡所得の
申告漏れに追徴課税。国外
財産調書の提出も指導※。

※　中国非居住者企業である原告法人は、中国国内源泉所得である中国法人出資持分譲渡により生じた所得について中国企業所得税の
納付義務があった。また、中国法人（出資持分譲渡対象会社）は、税務当局に対し課税に関する協力義務を負っていた。

中国税務当局

原告法人

台湾法人

相続人子供4名

新設分割により
事業の一部を移転

❼

中国企業所得税を申告納付
（平成24年1月13日、18日）

中国企業所得税を請求※

（平成22年12月9日）

❺

❻

平成23年2月期で中国企業所得
税について外国税額控除を適用

※実施期間終了日までに
申請することが必要

（ステップ1）

関連法人3社
（不動産管理会社等）

相続人子供4名

（ステップ2）

税務署の指導のもと、
買換資産を平成21年4
月30日付けで取得した
ものとした修正申告書
を提出。過少申告加算
税等500万円が発生。

：実施期間終了前に計画変更申請（取得設備の追加）をし、認定が実施期間終了後になる場合は当該計画変更時
　　　　 に実施期間も延長することが必要。

ケース2：実施期間終了前に取得した設備については、実施期間終了後に変更申請ができないため、新規申請（設備取得
　から60日以内）があらためて必要（ケース2）。
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【図表1】取得価額のステップアップによる二重課税調整
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（出典：自民党税制調査会）
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【図】本件課税部分の面積の算定
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【図1】海外金融機関からの預金利子等の申告漏れが発覚した調査事例
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❸
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商品審査で活用
（事業方法書への募集管理
態勢に関する記載の指導等）

❶税務上の
見解❶事前照会

の慫慂 ❶税務上の
見解

①と③の時点で為替差益発生 雑所得に含めず

①　金融庁から保険会社に対して、国税庁への税務に関する事前照会を慫慂
②　保険会社から同意を得た上で、必要に応じて、金融庁からも国税庁に事前照会を実施
③　金融庁において、事前照会の結果を商品審査で参考情報として活用（事業方法書への募集管理態勢に関す
る記載の指導等）
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節税（租税回避）スキーム❶
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①　両庁の定期的な意見交換の場等を通じて、国税庁から金融庁に対して、保険商品に関する節税（租税回避）
スキームの情報提供
②　金融庁において、国税庁からの情報や独自に把握した情報を活用し、保険会社・保険代理店における募集管
理態勢の整備状況や販売実態等のモニタリング等を実施
③　金融庁から国税庁に対して、商品開発や募集現場で利用されるスキームの情報提供

金融庁

（出典：金融庁）
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集管理態勢に関す
る記載の指導等）
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